
社会保険労務士法人 シャイン
2022年2月 web通信（ vol.24）

『令和４年の育児・介護休業法改正』

令和４年２月２２⽇
※聴講者はカメラ・マイクオフでお願いします

※質問は常時「チャット」にてお受けします（中村宛）
※終了時 アンケートへのご協⼒もお願いします︕
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講師紹介
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★プロフィール
中村 仁（特定社会保険労務士）
昭和55年 静岡県富士市⽣まれ（⼭梨県⾝延町育ち）
趣味 ギター、映画鑑賞、ちょっとだけゴルフ

★社会保険労務士法人シャイン
経営理念 輝く「人財」づくりに挑戦し続け

お客様と「喜び」「幸せ」を共有する
事務所所在地 ⼭梨県⾝延町
社歴 平成２２年１０⽉開所（平成２８年１０⽉法人化）
事務所体制 社労士２名、職員２名 計４名

★事務所の特徴
・⼭梨県、静岡県で相談実績２００社以上。
・労務管理に特化しており、トラブル予防型の労務管理を提案。
・「A4⼀枚評価制度」を⽤いた人事・賃⾦制度構築。
・ペーパーレス、テレワークなどを社内のDX化を積極的に実施。

近時はzoomを⽤いた研修を数多く実施。



令和４年 法改正関係
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No
施⾏⽇

項目 概要 根拠法・関連法
大企業 中小

1 2022.1 2022.1 傷病⼿当⾦の⾒直し ・歴の通算から⽀給期間の通算へ変更 健康保険法

2 2022.1 2022.1 ⾼年齢者の雇⽤保険法２
カ所事業所通算

・65歳以上で合計20時以上となる労働者の雇⽤保
険の加⼊特例 雇⽤保険法

3 - 2022.4 パワハラ防止措置の義務
化

・職場におけるパワーハラスメント防止のために講
ずべき措置の実施

労働施策総合推
進法

4 2022.4 2022.4
・育児休業等の個別周知
義務化
・有期労働者の要件緩和

・育児休業等の環境整備・個別周知義務化
・有期労働者の要件緩和 育児・介護休業

法

5 - 2022.4
⼀般事業主⾏動計画の策
定義務
（⼥性活躍推進法）

・⼥性活躍推進法に基づく⼀般事業主⾏動計画の策
定（101人以上企業） ⼥性活躍推進法

6 2022.4 2022.4 60歳代前半・特別支給
の⽼齢厚⽣年⾦制度改正

・60歳代前半の⽼齢厚⽣年⾦⽀給調整が47万円に
改定 厚⽣年⾦保険法

7 2022.10 2022.10 社会保険の適⽤拡大 ・社会保険加⼊（週20時間基準）の101人以上従業
員規模への拡大

健康保険法
厚⽣年⾦保険法

8 2022.10 2022.10

育児休業中の社会保険料
免除⾒直し

・2週間以上の育児休業も給与の社会保険料免除対
象
・1か⽉超の育児休業に限り賞与の社会保険料免除
対象

健康保険法
厚⽣年⾦保険法

9 2022.10 2022.10 出⽣時育児休業制度創設 ・出⽣後8週間以内の4週間の新⽣児休業制度の開始 育児・介護休業
法



令和４年育介法の改正内容
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法律 改正内容 施⾏時期

（１）
育児・介護休
業法の改正

①育児休業等の周知等に
関する⾒直し

妊娠・出産の申出をした労働者に
対する個別周知・取得意向確認の
措置の義務付け

2022年4⽉1⽇

育児休業を取得しやすい雇⽤環境
整備の義務付け 2022年4⽉1⽇

②育児休業の⾒直し

有期雇⽤労働者の育児・介護休業
取得要件の緩和

2022年4⽉1⽇
育児休業の申出方法等の⾒直し
（省令改正事項）

育児休業の分割取得

2022年10⽉1⽇
育児休業の撤回ルールの⾒直し

１歳到達⽇後の育児休業の⾒直し

③出⽣時育児休業（産後パパ育休）の創設

④1,000人超の企業に育児休業の取得状況の公表の義務付け 2023年4⽉1⽇

（２）
雇⽤保険法の
改正

①育児休業給付⾦のみなし被保険者期間の特例 2021年9⽉1⽇

②育児休業給付の改正 2022年10⽉1⽇



育児休業等の概要
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資料のダウンロード等
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山形労働局 雇⽤環境・均等室
ハラスメント対策・各種規定例ダウンロード
https://jsite.mhlw.go.jp/yamagata-
roudoukyoku/roudoukyoku/gyoumu_naiyou/koyoukankyoukintousitu/kiteirei.html

今回説明する規定例、周知⽂書等がほぼ揃っている為、必要なものは
こちらからダウンロードをお願いします



令和４年法改正の具体的内容
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法改正の背景
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育児休業等の個別周知義務化
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・「何を︖」についてはすべての周知が必要。
・説明に関しては後述の厚労省モデルを使⽤するのがオススメ。
・「どうやって︖」について、原則的には⾯談＋書⾯がオススメ。

（あとで聞いていない、⾒ていないを避ける）
・本人の申し出がない場合は︖



育児休業等の個別周知義務化
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意向確認の回答徴収
までは義務ではないが

記録の為、作成が望ましい

令和４年10⽉以降
法改正がある為、
作り直しが必要

（育休分割、パパ休暇）

取得意向がない社員へも
説明は必要



育児休業を取得しやすい雇⽤環境の整備

11

実務的には②を軸に考えていくのがよいか︖
今般、ハラスメントの窓口設置も必要な為、兼任としておくかたちが
良いと考えられる。



育児・介護休業規程の改定（令和４年４月）
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【廃止】 有期雇⽤で１年以上勤務していなければ育休取得できない

【新設】 有期雇⽤で⼊社１年経っていない場合、育休取得できない
（除外する場合、労使協定の修正が必要）

⇒法改正が続いているので、⼀度労使協定は⾒直しをしておくべき。



労使協定とは︖
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※就業規則の内容とも整合性が取れているか確認しておく。
協定があっても規則の内容と不⼀致の場合、除外は不可となる。



令和４年１０月 育休関連改正
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育児休業のイメージ
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令和４年１０月 育休関連改正
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法改正までのスケジュール等
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人事評価制度、賃⾦制度 お任せください︕
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【著者︓榎本あつし先⽣と】
中小企業向けの「業績向上」を得意とする人事制度。
「人事制度の学校」の人事構築士として活動中︕
https://ps-school.net/jinji/



参加の皆様へ
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■無料相談
来所またはzoomによりお受けします。

アンケート、メール、HP、お電話にてお問合せください。

■無料web通信 ご紹介ください︕
実務に役⽴つ情報を毎⽉ご提供します

登録フォーム https://i-magazine.jp/bm/p/f/tf.php?id=shainsr

【次回web通信 令和4年3月22⽇（火）】
『中⼩企業の労務管理あるあると対策︕』

14時〜15時 参加費︓無料
https://forms.gle/eyF49XdZ9G8zmgQ1A



御清聴ありがとうございました︕
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【社会保険労務士法人 シャイン】

職場の安心感の架け橋となり
成⻑する「人・組織づくり」に貢献する

就業規則の⾒直し、賃⾦設計
労務管理など、お気軽にお問合せ下さい。

（顧問契約、スポット対応あり）

TEL 0556-62-2710 FAX 0556-62-3620
http://sr-shain.com/
info@sr-shain.com
公式LINE @sr-shain


